
 

 

令和３年１２月２０日 

障 害 福 祉 部 

 

 

 

指定障害児通所支援事業所の行政処分に伴う給付費返還の完了について 

 

 

１ 主旨 

令和２年１２月１日の福祉保健常任委員会に報告した「指定障害児通所支援事業所

（２事業所）の指定取消」について、当該２事業所及び、区民が利用していた区外の２

事業所（計４事業所）が不正に受領していた障害児通所給付費等に関し、区への返還が

完了したため報告する。 

 

２ これまでの経過 

令和２年４月に、区が児童相談所設置自治体となったことに伴い、東京都が行ってき

た障害児入所施設及び障害児通所支援事業等の指定や監査等の権限が、区に委譲され

た。 

令和元年度中に東京都が検査・監査対応してきた案件のうち、区内２事業所について

は、区が引き続き監査を行った結果、不正な手段による指定申請、不正請求、不正又は

著しく不当な行為が認められたため、児童福祉法（昭和２２年１２月１２日法律第１６

４号。以下「法」という。）第２１条の５の２４第１項に基づき指定を取消す処分を行

った。（区外２事業所については、東京都により処分。） 

 

令和元年１１月～        監査（令和２年４月以降は世田谷区） 

令和２年 ８月～        事業者による利用者説明や対応 

１１月２５日      指定取消処分の決定 

１１月３０日      指定取消 

 

３ 事業者の名称・代表者・所在地 

（１）名 称 株式会社プレミア・ケア 

（２）代表者 代表取締役 関根 浩 

（３）所在地 東京都千代田区麹町二丁目４番１号 

 

４ 給付費返還対象事業所名等 

（１）区内事業所 

対象事業所 プレミア・ケア・ジュニア

世田谷店 

プレミア・ケア・ジュニア 

芦花公園店 

所在地 東京都世田谷区梅丘一丁目

２６番５号 

第一小山ビル１階 

東京都世田谷区南烏山一丁目

１６番１９号 

シティハイツ南原１０４ 

サービスの種類 児童発達支援 

放課後等デイサービス 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

指定年月日 平成２５年１１月１日 平成２６年７月１日 

指定取消年月日 令和２年１１月３０日 令和２年１１月３０日 

定員 １０名 １０名 
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（２）区外事業所 

対象事業所 プレミア・ケア・ジュニア 

代田橋店 

プレミア・ケア・ジュニア 

四ツ谷店 

所在地 東京都杉並区和泉一丁目 

１９番１３号 

東京都新宿区四谷三丁目 

１番４号 

齋藤ビルディング２階 

サービスの種類 児童発達支援 

放課後等デイサービス 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

指定年月日 平成２５年９月１日 平成２８年１２月１日 

指定取消年月日 令和２年１１月３０日 令和２年１１月３０日 

定員 １０名 １０名 

 

５ 返還金額 

（１）総額 １１６，７７９，１４２円 

（給付費返還額  ８０,３６９,２１７円 加算金 ３２,１４６,６００円）※１ 

（給付費過誤納額 ４,２６３,３２５円 ）※２ 

※１ 確定した給付費返還額に加算金として１００分の４０を乗じた金額を徴収し 

た。（法第５７条の２第２項） 

   ※２ 個別支援計画の未作成について、不適正な請求が認められたため、別途過誤

納として返納させた。 

（２）返還内訳 

①プレミア・ケア・ジュニア世田谷店  ４５，７９２,２５４円 

（内訳 給付費返還額 ３１,１２２,３９２円 加算金 １２,４４８,５３９円） 

（   給付費過誤納額 ２,２２１,３２３円） 

②プレミア・ケア・ジュニア芦花公園店 ５０，５４７,４９７円 

（内訳 給付費返還額 ３５,０５７,６６３円 加算金 １４,０２２,６５２円） 

（   給付費過誤納額 １,４６７,１８２円） 

③プレミア・ケア・ジュニア代田橋店  １６，８６０,９６０円 

（内訳 給付費返還額 １１,６８４,９６８円 加算金 ４,６７３,７８５円） 

（   給付費過誤納額   ５０２,２０７円） 

④プレミア・ケア・ジュニア四ツ谷店   ３，５７８,４３１円 

（内訳 給付費返還額 ２,５０４,１９４円 加算金 １,００１,６２４円） 

 （   給付費過誤納額   ７２,６１３円） 

 

６ 事業者への指導及び利用者への支援について 

区では、指定取消し後の利用者の通所先について適切な措置を講じるよう、事業者へ

指導を行った。また、区外事業所を利用している障害児もいることから、関係自治体に

情報提供したうえ、必要な支援が途切れることのないよう関係所管と調整を行った。そ

の結果、令和３年８月までに利用者全員の移行先調整が完了している。 

 

７ 再発防止について 

定期的に各事業所を訪問して責任者との面接等を行い、人員や運営の実態等について

把握する。こうした訪問を通じて、責任者や支援担当者と直接対話する機会を増やし、

日々の運営での疑問等を気軽に区に相談できる状況を作りながら、事業所との信頼関係

を構築し、不適切な運営を予防していく。 

その上で、利用者支援や職員配置等について不正が疑われる場合には、法に則り迅速

かつ厳正に監査を実施し、重大な違反等が認められれば必要な行政処分を行っていく。

あわせて、集団指導等の活用、東京都や関係自治体との連携を一層強化することによ

り、障害児通所支援事業所のサービスの質の向上に取り組む。 
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８ その他 

障害児通所給付費については、法第５３条に基づき国が二分の一、法第５５条に基 

づき、都が四分の一を負担している。そのため、返還金額のうち、法第５７条の２第 

２項による加算金を除いた金額の二分の一（４２,３１６,２７２円）を国、四分の一 

（２１,１５８,１３６円）を都に返還する。 

 

９ 今後のスケジュール（予定） 

令和４年２月 第１回区議会定例会に補正予算案を提出 
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